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近年のデジタル化の潮流は、顧客のデジ
タル体験（デジタルエクスペリエンス、
DX）という切り口からみると、よく理
解できる。

顧客は、優れたDXを提供する企
業を選んでいる

デジタルとフィジカルの関係を綱引きに
例えてみよう（図表1）。いつでも・ど
こでも手元のスマホで完結する体験と、
300m以上先の店舗に行く体験。どちら
が選ばれやすいかは明らかだろう。

そのことは、企業価値にも表れている。
DXに強みのある企業が、時価総額トッ
プ10企業のうち7社を占める（マイクロ
ソフト、アマゾン、アップル、アルファ
ベット、フェイスブック、アリババ、テ
ンセント）。

デジタルシフトの特徴は、短期で一気に
形勢が変わることだ。ドイツのモバイル

バンクN26は、立上げから2年で欧州各
国に普及し、250万口座を開設。Yolt、
TINK、Fintonicといったローカルなプレ
イヤーも、数年で30～50万人規模の
ユーザーを獲得している。

日本の金融業界でも、DXへのシフトは
着実に進んでいる。あるメガバンクは、
3年間で支店を2割程度削減する計画の途
上だ。国内ナンバー1証券会社は、ネッ
ト証券に口座数で抜かれつつある。

DXに沿って各種事業の連携が進
んでいる

アマゾンで広告を見て、商品が気に入
り、ワンクリックで買うと、半日後に配
達されてきた。このDXを裏側（企業目
線）からみると、広告・小売・決済・物
流という異なる事業を顧客体験に沿って
1つのサービスにまとめているというこ
とだ。

金融に対する異業種の参入も増えてい
る。通信、小売、不動産等の事業者が顧
客とのタッチポイントを活かして、決
済、融資、保険、証券といった事業に弦
を伸ばしている。

そこで顧客が選んでいるのは、顧客に
とって自然なDXを提供する事業者だ。
ある小売事業者は、シンプルなDXで若
い顧客に訴求して、難しいとされる投資
商品の販売を軌道に乗せつつある（あえ
て絞った商品×自社カードでお得×操作性
の高いUI）。

一方、別のある事業者は、携帯ショップ
の待ち時間に保険を勧誘することを試み
たが、不調だった。ビーチで売れるのは
浮き輪であってタイヤではない、という
わけだ。

顧客が優れたDXを選ぶならば、DXに
沿って親和性のある事業領域が結びつく
のは自然な流れだ。金融は日常体験のあ

ちこちに存在するので、隣接する事業と
の繋がりをますます強めていくだろう
（図表2）。

DXを起点に考えるべきだ
（DXドリブン）

金融機関は従来、オペレーションや規制
を起点に発想する思考が強かった。事業
の採算が悪いためオペレーション効率を
上げるとか、規制対応にリソースを傾注
する等の発想だ。この結果、顧客目線で
のサービス刷新を劣後し、顧客から選ば
れなくなるという致命的なリスクを見逃
してきた。

顧客に選ばれるには、DXを自由に・速
く・大量に発想し、スジの良いものを選
り分け、迅速にサービス化し磨き上げて
いく考え方にシフトしなければならない。

以下では、DX を構想し実現するにあ
たってのポイントを説明する。

① DXの構想 

顧客インサイト：

顧客から選ばれるDXをデザインするに
は、顧客について独自のインサイトを持
つことが重要だ。

帰納的アプローチでは、顧客の属性や行
動データから、探索的に、「実は、人
は」というパターンを見出す。これは、
変数が多く脳力の限界を超える場合や、
直観的に気づくのが難しい事象を発見す
るときに有効だ。ただし、相応の量の分
析用データが必要となること、イノベー
ションは必ずしも過去データからのみ導
き出されるわけではない（iPhoneのよ
うに）こと、が留意点だ。

他方、演繹的アプローチでは、「およそ
人なら」という観点でインサイトを抽出
する。一例として、筆者が参画するプロ
ジェクトでは、「右脳、左脳、手足」と
いうフレームワークを作り、DXの設計

と検証に活かしている。およそ人の右脳
に響き、左脳に認められ、手足が嫌がら
ないDXかどうか問うのだ（図表3）。

進化心理学によれば、人は直観でファス
トに感じ取り、理性でスローに判断す
る。また一般的には回避できる面倒なこ
とは好まない。アマゾンが選ばれるのは
なぜだろうか？「何でも揃い（右脳）、
お得で（左脳）、ワンクリックですぐに
届く（手足）」からだ。裏を返せば、あ
らゆる不快、損、不便は、DXの改善機
会となる。

デジタルとヒューマンのシナジー：

顧客理解とともに、デジタルの本質理解
も重要だ。デジタルが得意なこと、デジ
タルではできないこと（技術進化により
極小化されていく）、ヒューマンが得意
なことを見極め、最適に組み合わせる。
デジタルがヒューマンを、ヒューマンが
デジタルを相互補強し、魅力的な体験を
演出する。

成功の共有と強化ループ：

自社と顧客の両方が成功し、それが続く
ことが重要だ。DX における武器は、
データとインセンティブだ。顧客にサー
ビスを提供するなかでデータを取得し、
インサイトを抽出、サービスを改善、拡
充していく（「どのようなデータがあれ
ばサービスを強化できるか?」「その
データをどう獲得するか?」が重要な問
いとなる）。さらに、インセンティブを
組み合わせることで顧客の選択行動をま
すます強化する（図表4）。

インセンティブの経済圏は既に拡大を続
けているが、今後はエコシステム内で
データアセットを共有し、それぞれの
サービスを強化・拡充するデータ経済圏
も広がっていくだろう。

② 構想の実現

変革プログラムの最適化：

実現しやすいDXから手をつけるのはう
まくない。顧客目線で、どのDXをどの
タイミング・順序で提供すべきか。自社
目線で、どうビジネス展開していくか。
両面から最適化を図るべきだ。

組織のワンベクトル化：

ゼロベースで構想したDXを実現するた
めには、新たな収益モデル、規制対応、
アライアンス等を「組み立てる力」が必
要になる。一見厳しい収支や規制をやら
ない理由にするのではなく、成り立たせ
るスキルと前向きなマインドが求められる。

デジタル変革組織の成功事例をみると、
経営による変革組織のバックアップ、変
革組織と現業部門の切り離し、現業部門
との円滑な連携が共通的条件となってい
るようだ。

デジタルトランスフォーメーショ
ンにおけるシステム対応と課題

昨今のデジタルトランスフォーメーショ
ンの潮流は基幹システムを既存システム
として維持しつつ、顧客フロント領域の
デジタル化（顧客向け携帯アプリ、営業
員の情報武装、データアナリティクス
等）を推進していく事が一般的である。
新システムの利便性や新たに得られる
データが注目されがちであるが、既存シ
ステムはビジネスロジック、データ管理
の面で主要処理を担う事となるため、相
応の準備が必要であると考える。

フロントシステムが顧客やビジネスユー
ザのニーズに応じて柔軟に構成を変更で
きたとしても、既存システムが開発コス
ト、品質、スピード面で追随できなけれ
ば、変革全体の足を引っ張ることになり
かねない※。

※従来型の非効率な開発手法、人手のか
かるリグレッションテスト、手動オペ
レーションを前提としたリリースプロセス等

デジタルトランスフォーメーションの成
功には、既存システムの維持管理業務
（開発、保守、運用）に係る生産性を向
上させつつ、ITコストを削減する取り組
みが必要であると考える。

1. 生産性向上によるITコスト削減

維持管理業務の生産性が向上すること
で、より少数の人間で今までと同等の業
務を行えるため、既存システムに係るIT

コストを削減しつつ、余剰となった開発
要員を新規投資に振り分ける事が出来る。

後述する生産性向上に係るアプローチを
踏むことで、既存ITシステムのアジリ
テ ィ を 向 上 さ せ 、 デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フォーメーションに貢献できる態勢を構
築できる。

[図表1] 生産性向上による投資余力の創出

なお、本アプローチは無理な要員削減
や、開発ベンダへの過度な単価プレッ
シャーなど、現場に負荷のかかる対応を

強いることなく推進ができることから開
発現場の支持を得やすい。

2. 開発におけるNewIT活用と効果

ここからは、生産性向上の主要施策につ
いて述べていきたい、なお弊社では維持
管理業務の対応工数可視化の仕組みを構
築した後に、各種の施策（テスト自動
化、DevOps適用、RPAのIT業務への適
用）を推奨している。

Ⅰ作業工数の可視化

本稿の読者の中には、経営層、ユーザ部
門に対して既存システムの維持管理業務
にかかる工数説明に苦慮されている方々
も多いのではと推察する。日本のクライ
アントでは、現状のIT業務における種類
ごとにどれだけの工数が割かれているか
を可視化している事例が驚くほど少ない。

弊社が関わるアプリケーション・アウト
ソーシングサービスでは作業の単位を全
てチケットで管理し、作業の依頼から工
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証券業界の収益環境は厳しさを増しており、各社は既存システムに係るIT
コストの抜本的な削減に加えて、デジタル技術を活用したビジネス変革
（以下、デジタルトランスフォーメーション）の必要性に迫られている。

実現に向け新規システムの導入が検討される一方で、レガシーと位置付け
られる既存システム群は新規システムの裏方としてビジネスサービスやビ
ジネスデータを素早く提供する必要がある。

本稿では、コスト、品質、開発スピード面で既存システムが対応すべき準
備事項について、弊社の事例を踏まえながらご紹介したい。

数見積もり及び実績の報告まで活用する
ことで作業内容及び対応工数の可視化を
行っている。

IT業務に係る工数を可視化する事は、後
述する生産性向上施策の選定及び効果の
見積精度が向上するだけでなく、日々の
業務において、先々の作業計画※を立て
る事が容易となる。

※例：次月の余裕工数を勘案した作業計
画や追加工数手配の対応等

Ⅱ保守開発業務の生産性向上

Ⅱ- 1 テスト自動化

既存システムの保守開発業務におけるテ
ストは従前より手動で実施されている
ケースが多く、工数増、開発スピードの
低下を招く大きな要因となっている。開
発スピードを優先するあまり無影響テス
ト（リグレッションテスト）を実施せず
本番での障害につながってしまうような
ケースも実際に起きている。テスト自動

化に係る技術は既に枯れているが、導入
時の敷居の高さやスクリプトの継続メン
テナンスの必要性から敬遠されがちであ
る。弊社のグローバル事例（金融機関向
けアプリケーション・アウトソーシング
事例）では継続的にテスト自動化を推進
することで、実施するテストケース数を
大幅に増すことができ、品質向上、開発
スピード向上、費用の削減を達成している。

[図表2] テスト自動化による定性、定量効果

Ⅱ- 2 DevOps適用

Agile開発プロセスの導入や、新規シス
テム構築時だけでなく、既存システムの
リリースプロセスにDevOpsを組み込む
ことで工数削減を行える。

既存システムは過去のツールや環境を前
提としている上、初期構築時の手動によ
るリリースプロセスを脈々と踏襲してい
る場合が多い。保守開発局面では頻繁に
小規模の開発、改修が繰り返されるた
め、実はかなりの工数がリリースプロセ

スに割かれていることが多い。DevOps

環境の導入はそのような非効率なプロセ
スを見直すきっかけになるだけでなく、
前述のテスト自動化処理とも連動させる
ことで更なる効果を生むことが出来る。
弊社事例では、開発環境における複数環
境（開発、テスト、UAT）へのリリース
プロセスへ適用することで1回のリリー
ス辺り75%の工数を削減することが出来
ている。

Ⅲ システム生命維持業務の生産性向上

RPA（Robotic Process Automation）のIT

業務への適用

システム保守・運用局面では本番環境で
の定期的なデータ収集、緊急のデータ補
正や、パッケージソフトの設定（ID、権
限追加や変更等）が頻繁に発生する。そ
ういった作業はアプリケーションの動作
仕様に対する知見が必要になるため、保
守開発者が兼務で対応していることが多
い。また作業手順も手動オペレーション
が前提となっている事が多く非効率化の

温床となっている。加えて本番環境での
作業となるため作業の正確性も高いもの
が求められることから実施者が固定され
る傾向にある。

業務ユーザオペレーションへの適用が進
むRPAであるが、システム生命維持業務
への適用により、属人化を排除するだけ
でなく、正確で生産性の高いIT業務とし
て対応できるようになる。

3. オフショア活用による更なるコスト効
率化

昨今は高速なネットワーク通信網のお陰で、
海外とのSkype接続による音声チャット
やPC画面の共有がスムーズに行えるの
が当たり前となっている。加えて作業進
捗を複数人で可視化するための管理アプ
リケーション（JIRA、Redmine等）やコ
ミュニケーションを円滑に行うためのプ
ラットフォーム（Slack、Teams等）も
開発現場での活用が進んでいる。また、
選択されるプラットフォームがクラウド

ベースである場合もあり、維持管理ベン
ダの作業ロケーションは必ずしもクライ
アント・オフィスである必要がなくなっ
ている。

弊社では欧米の金融機関向けにインド、
フィリピンといったオフショア開発拠点
から開発、テスティング、DevOps導入
のサービス提供をしてきた経験から、ノ
ウハウを蓄積した専門の部隊が最適な導
入計画立案と実装、オフショアからの運
用が行える体制が整っている。加えて、
インド、フィリピンのリソースコスト
は、日本での代表的なオフショア先であ
る中国よりもコスト競争力が高く、英語
でのコミュニケーションが必須となる
が、うまく活用することで更なるITコス
ト削減の余地を生むことになる。

近年の金融機関のグローバル化戦略の中
では、英語環境下での豊富なエンジニア
はむしろコストよりも魅力的になるので
はないかとも考える。

4. 最後に

工数の可視化→NewITの活用→オフショ
ア活用といったアプローチを実践してい
く中でITスタッフ及び関係者が効率的な
開発手法を学ぶ場ともなり、将来的な基
幹システムの刷新において最新技術を踏
まえた検討が行える素地を作ることがで
きる。

既存システムであるからといって塩漬け
にしてしまっては、いざという時に検討
すらままならない状況となってしまうの
ではないだろうか。
　
既存システムを極限までシェイプし筋肉
質化（投資余力創出、開発スピード向
上、品質強化とグローバル化）していく
事でデジタルトランスフォーメーション
におけるビジネス転換（ITシステムの転
換）がよりスムーズに行えるようになる
のではないか。

本稿が今後の金融機関のデジタルトラン
スフォーメーションの一助となることを
期待したい。

複眼的なKPI：

ありがちな罠は、短期的なPL/CFにこだ
わるあまり、実現や成長の芽を摘んでし
まうことだ。前述のように、ディスラプ
トは顧客に選ばれなくなることで起こ
る。まずは、顧客を爆発的に増やし、そ
れ を 基 盤 に さ ら な る 一 手 に つ な げ 、
PL/CFを追いつかせる。短期的には、獲
得ユーザー数や満足度等のKPIを重視
し、PL/CFは中期的なポテンシャルでみ
るべきだ。

終わりに

デジタル化の時代の主語は顧客だ。顧客
に優位なDXを提供できなければ、ディ
スラプトされる。今こそ顧客とデジタル
を起点に変革を構想し、実現することが
求められているのではないだろうか。
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近年のデジタル化の潮流は、顧客のデジ
タル体験（デジタルエクスペリエンス、
DX）という切り口からみると、よく理
解できる。

顧客は、優れたDXを提供する企
業を選んでいる

デジタルとフィジカルの関係を綱引きに
例えてみよう（図表1）。いつでも・ど
こでも手元のスマホで完結する体験と、
300m以上先の店舗に行く体験。どちら
が選ばれやすいかは明らかだろう。

そのことは、企業価値にも表れている。
DXに強みのある企業が、時価総額トッ
プ10企業のうち7社を占める（マイクロ
ソフト、アマゾン、アップル、アルファ
ベット、フェイスブック、アリババ、テ
ンセント）。

デジタルシフトの特徴は、短期で一気に
形勢が変わることだ。ドイツのモバイル

バンクN26は、立上げから2年で欧州各
国に普及し、250万口座を開設。Yolt、
TINK、Fintonicといったローカルなプレ
イヤーも、数年で30～50万人規模の
ユーザーを獲得している。

日本の金融業界でも、DXへのシフトは
着実に進んでいる。あるメガバンクは、
3年間で支店を2割程度削減する計画の途
上だ。国内ナンバー1証券会社は、ネッ
ト証券に口座数で抜かれつつある。

DXに沿って各種事業の連携が進
んでいる

アマゾンで広告を見て、商品が気に入
り、ワンクリックで買うと、半日後に配
達されてきた。このDXを裏側（企業目
線）からみると、広告・小売・決済・物
流という異なる事業を顧客体験に沿って
1つのサービスにまとめているというこ
とだ。

金融に対する異業種の参入も増えてい
る。通信、小売、不動産等の事業者が顧
客とのタッチポイントを活かして、決
済、融資、保険、証券といった事業に弦
を伸ばしている。

そこで顧客が選んでいるのは、顧客に
とって自然なDXを提供する事業者だ。
ある小売事業者は、シンプルなDXで若
い顧客に訴求して、難しいとされる投資
商品の販売を軌道に乗せつつある（あえ
て絞った商品×自社カードでお得×操作性
の高いUI）。

一方、別のある事業者は、携帯ショップ
の待ち時間に保険を勧誘することを試み
たが、不調だった。ビーチで売れるのは
浮き輪であってタイヤではない、という
わけだ。

顧客が優れたDXを選ぶならば、DXに
沿って親和性のある事業領域が結びつく
のは自然な流れだ。金融は日常体験のあ

ちこちに存在するので、隣接する事業と
の繋がりをますます強めていくだろう
（図表2）。

DXを起点に考えるべきだ
（DXドリブン）

金融機関は従来、オペレーションや規制
を起点に発想する思考が強かった。事業
の採算が悪いためオペレーション効率を
上げるとか、規制対応にリソースを傾注
する等の発想だ。この結果、顧客目線で
のサービス刷新を劣後し、顧客から選ば
れなくなるという致命的なリスクを見逃
してきた。

顧客に選ばれるには、DXを自由に・速
く・大量に発想し、スジの良いものを選
り分け、迅速にサービス化し磨き上げて
いく考え方にシフトしなければならない。

以下では、DX を構想し実現するにあ
たってのポイントを説明する。

① DXの構想 

顧客インサイト：

顧客から選ばれるDXをデザインするに
は、顧客について独自のインサイトを持
つことが重要だ。

帰納的アプローチでは、顧客の属性や行
動データから、探索的に、「実は、人
は」というパターンを見出す。これは、
変数が多く脳力の限界を超える場合や、
直観的に気づくのが難しい事象を発見す
るときに有効だ。ただし、相応の量の分
析用データが必要となること、イノベー
ションは必ずしも過去データからのみ導
き出されるわけではない（iPhoneのよ
うに）こと、が留意点だ。

他方、演繹的アプローチでは、「およそ
人なら」という観点でインサイトを抽出
する。一例として、筆者が参画するプロ
ジェクトでは、「右脳、左脳、手足」と
いうフレームワークを作り、DXの設計

と検証に活かしている。およそ人の右脳
に響き、左脳に認められ、手足が嫌がら
ないDXかどうか問うのだ（図表3）。

進化心理学によれば、人は直観でファス
トに感じ取り、理性でスローに判断す
る。また一般的には回避できる面倒なこ
とは好まない。アマゾンが選ばれるのは
なぜだろうか？「何でも揃い（右脳）、
お得で（左脳）、ワンクリックですぐに
届く（手足）」からだ。裏を返せば、あ
らゆる不快、損、不便は、DXの改善機
会となる。

デジタルとヒューマンのシナジー：

顧客理解とともに、デジタルの本質理解
も重要だ。デジタルが得意なこと、デジ
タルではできないこと（技術進化により
極小化されていく）、ヒューマンが得意
なことを見極め、最適に組み合わせる。
デジタルがヒューマンを、ヒューマンが
デジタルを相互補強し、魅力的な体験を
演出する。

成功の共有と強化ループ：

自社と顧客の両方が成功し、それが続く
ことが重要だ。DX における武器は、
データとインセンティブだ。顧客にサー
ビスを提供するなかでデータを取得し、
インサイトを抽出、サービスを改善、拡
充していく（「どのようなデータがあれ
ばサービスを強化できるか?」「その
データをどう獲得するか?」が重要な問
いとなる）。さらに、インセンティブを
組み合わせることで顧客の選択行動をま
すます強化する（図表4）。

インセンティブの経済圏は既に拡大を続
けているが、今後はエコシステム内で
データアセットを共有し、それぞれの
サービスを強化・拡充するデータ経済圏
も広がっていくだろう。

② 構想の実現

変革プログラムの最適化：

実現しやすいDXから手をつけるのはう
まくない。顧客目線で、どのDXをどの
タイミング・順序で提供すべきか。自社
目線で、どうビジネス展開していくか。
両面から最適化を図るべきだ。

組織のワンベクトル化：

ゼロベースで構想したDXを実現するた
めには、新たな収益モデル、規制対応、
アライアンス等を「組み立てる力」が必
要になる。一見厳しい収支や規制をやら
ない理由にするのではなく、成り立たせ
るスキルと前向きなマインドが求められる。

デジタル変革組織の成功事例をみると、
経営による変革組織のバックアップ、変
革組織と現業部門の切り離し、現業部門
との円滑な連携が共通的条件となってい
るようだ。

デジタルトランスフォーメーショ
ンにおけるシステム対応と課題

昨今のデジタルトランスフォーメーショ
ンの潮流は基幹システムを既存システム
として維持しつつ、顧客フロント領域の
デジタル化（顧客向け携帯アプリ、営業
員の情報武装、データアナリティクス
等）を推進していく事が一般的である。
新システムの利便性や新たに得られる
データが注目されがちであるが、既存シ
ステムはビジネスロジック、データ管理
の面で主要処理を担う事となるため、相
応の準備が必要であると考える。

フロントシステムが顧客やビジネスユー
ザのニーズに応じて柔軟に構成を変更で
きたとしても、既存システムが開発コス
ト、品質、スピード面で追随できなけれ
ば、変革全体の足を引っ張ることになり
かねない※。

※従来型の非効率な開発手法、人手のか
かるリグレッションテスト、手動オペ
レーションを前提としたリリースプロセス等

デジタルトランスフォーメーションの成
功には、既存システムの維持管理業務
（開発、保守、運用）に係る生産性を向
上させつつ、ITコストを削減する取り組
みが必要であると考える。

1. 生産性向上によるITコスト削減

維持管理業務の生産性が向上すること
で、より少数の人間で今までと同等の業
務を行えるため、既存システムに係るIT

コストを削減しつつ、余剰となった開発
要員を新規投資に振り分ける事が出来る。

後述する生産性向上に係るアプローチを
踏むことで、既存ITシステムのアジリ
テ ィ を 向 上 さ せ 、 デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フォーメーションに貢献できる態勢を構
築できる。

[図表1] 生産性向上による投資余力の創出

なお、本アプローチは無理な要員削減
や、開発ベンダへの過度な単価プレッ
シャーなど、現場に負荷のかかる対応を

強いることなく推進ができることから開
発現場の支持を得やすい。

2. 開発におけるNewIT活用と効果

ここからは、生産性向上の主要施策につ
いて述べていきたい、なお弊社では維持
管理業務の対応工数可視化の仕組みを構
築した後に、各種の施策（テスト自動
化、DevOps適用、RPAのIT業務への適
用）を推奨している。

Ⅰ作業工数の可視化

本稿の読者の中には、経営層、ユーザ部
門に対して既存システムの維持管理業務
にかかる工数説明に苦慮されている方々
も多いのではと推察する。日本のクライ
アントでは、現状のIT業務における種類
ごとにどれだけの工数が割かれているか
を可視化している事例が驚くほど少ない。

弊社が関わるアプリケーション・アウト
ソーシングサービスでは作業の単位を全
てチケットで管理し、作業の依頼から工
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図表1  生産性向上による投資余力の創出

数見積もり及び実績の報告まで活用する
ことで作業内容及び対応工数の可視化を
行っている。

IT業務に係る工数を可視化する事は、後
述する生産性向上施策の選定及び効果の
見積精度が向上するだけでなく、日々の
業務において、先々の作業計画※を立て
る事が容易となる。

※例：次月の余裕工数を勘案した作業計
画や追加工数手配の対応等

Ⅱ保守開発業務の生産性向上

Ⅱ- 1 テスト自動化

既存システムの保守開発業務におけるテ
ストは従前より手動で実施されている
ケースが多く、工数増、開発スピードの
低下を招く大きな要因となっている。開
発スピードを優先するあまり無影響テス
ト（リグレッションテスト）を実施せず
本番での障害につながってしまうような
ケースも実際に起きている。テスト自動

化に係る技術は既に枯れているが、導入
時の敷居の高さやスクリプトの継続メン
テナンスの必要性から敬遠されがちであ
る。弊社のグローバル事例（金融機関向
けアプリケーション・アウトソーシング
事例）では継続的にテスト自動化を推進
することで、実施するテストケース数を
大幅に増すことができ、品質向上、開発
スピード向上、費用の削減を達成している。

[図表2] テスト自動化による定性、定量効果

Ⅱ- 2 DevOps適用

Agile開発プロセスの導入や、新規シス
テム構築時だけでなく、既存システムの
リリースプロセスにDevOpsを組み込む
ことで工数削減を行える。

既存システムは過去のツールや環境を前
提としている上、初期構築時の手動によ
るリリースプロセスを脈々と踏襲してい
る場合が多い。保守開発局面では頻繁に
小規模の開発、改修が繰り返されるた
め、実はかなりの工数がリリースプロセ

スに割かれていることが多い。DevOps

環境の導入はそのような非効率なプロセ
スを見直すきっかけになるだけでなく、
前述のテスト自動化処理とも連動させる
ことで更なる効果を生むことが出来る。
弊社事例では、開発環境における複数環
境（開発、テスト、UAT）へのリリース
プロセスへ適用することで1回のリリー
ス辺り75%の工数を削減することが出来
ている。

Ⅲ システム生命維持業務の生産性向上

RPA（Robotic Process Automation）のIT

業務への適用

システム保守・運用局面では本番環境で
の定期的なデータ収集、緊急のデータ補
正や、パッケージソフトの設定（ID、権
限追加や変更等）が頻繁に発生する。そ
ういった作業はアプリケーションの動作
仕様に対する知見が必要になるため、保
守開発者が兼務で対応していることが多
い。また作業手順も手動オペレーション
が前提となっている事が多く非効率化の

温床となっている。加えて本番環境での
作業となるため作業の正確性も高いもの
が求められることから実施者が固定され
る傾向にある。

業務ユーザオペレーションへの適用が進
むRPAであるが、システム生命維持業務
への適用により、属人化を排除するだけ
でなく、正確で生産性の高いIT業務とし
て対応できるようになる。

3. オフショア活用による更なるコスト効
率化

昨今は高速なネットワーク通信網のお陰で、
海外とのSkype接続による音声チャット
やPC画面の共有がスムーズに行えるの
が当たり前となっている。加えて作業進
捗を複数人で可視化するための管理アプ
リケーション（JIRA、Redmine等）やコ
ミュニケーションを円滑に行うためのプ
ラットフォーム（Slack、Teams等）も
開発現場での活用が進んでいる。また、
選択されるプラットフォームがクラウド

ベースである場合もあり、維持管理ベン
ダの作業ロケーションは必ずしもクライ
アント・オフィスである必要がなくなっ
ている。

弊社では欧米の金融機関向けにインド、
フィリピンといったオフショア開発拠点
から開発、テスティング、DevOps導入
のサービス提供をしてきた経験から、ノ
ウハウを蓄積した専門の部隊が最適な導
入計画立案と実装、オフショアからの運
用が行える体制が整っている。加えて、
インド、フィリピンのリソースコスト
は、日本での代表的なオフショア先であ
る中国よりもコスト競争力が高く、英語
でのコミュニケーションが必須となる
が、うまく活用することで更なるITコス
ト削減の余地を生むことになる。

近年の金融機関のグローバル化戦略の中
では、英語環境下での豊富なエンジニア
はむしろコストよりも魅力的になるので
はないかとも考える。

4. 最後に

工数の可視化→NewITの活用→オフショ
ア活用といったアプローチを実践してい
く中でITスタッフ及び関係者が効率的な
開発手法を学ぶ場ともなり、将来的な基
幹システムの刷新において最新技術を踏
まえた検討が行える素地を作ることがで
きる。

既存システムであるからといって塩漬け
にしてしまっては、いざという時に検討
すらままならない状況となってしまうの
ではないだろうか。
　
既存システムを極限までシェイプし筋肉
質化（投資余力創出、開発スピード向
上、品質強化とグローバル化）していく
事でデジタルトランスフォーメーション
におけるビジネス転換（ITシステムの転
換）がよりスムーズに行えるようになる
のではないか。

本稿が今後の金融機関のデジタルトラン
スフォーメーションの一助となることを
期待したい。

複眼的なKPI：

ありがちな罠は、短期的なPL/CFにこだ
わるあまり、実現や成長の芽を摘んでし
まうことだ。前述のように、ディスラプ
トは顧客に選ばれなくなることで起こ
る。まずは、顧客を爆発的に増やし、そ
れ を 基 盤 に さ ら な る 一 手 に つ な げ 、
PL/CFを追いつかせる。短期的には、獲
得ユーザー数や満足度等のKPIを重視
し、PL/CFは中期的なポテンシャルでみ
るべきだ。

終わりに

デジタル化の時代の主語は顧客だ。顧客
に優位なDXを提供できなければ、ディ
スラプトされる。今こそ顧客とデジタル
を起点に変革を構想し、実現することが
求められているのではないだろうか。
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近年のデジタル化の潮流は、顧客のデジ
タル体験（デジタルエクスペリエンス、
DX）という切り口からみると、よく理
解できる。

顧客は、優れたDXを提供する企
業を選んでいる

デジタルとフィジカルの関係を綱引きに
例えてみよう（図表1）。いつでも・ど
こでも手元のスマホで完結する体験と、
300m以上先の店舗に行く体験。どちら
が選ばれやすいかは明らかだろう。

そのことは、企業価値にも表れている。
DXに強みのある企業が、時価総額トッ
プ10企業のうち7社を占める（マイクロ
ソフト、アマゾン、アップル、アルファ
ベット、フェイスブック、アリババ、テ
ンセント）。

デジタルシフトの特徴は、短期で一気に
形勢が変わることだ。ドイツのモバイル

バンクN26は、立上げから2年で欧州各
国に普及し、250万口座を開設。Yolt、
TINK、Fintonicといったローカルなプレ
イヤーも、数年で30～50万人規模の
ユーザーを獲得している。

日本の金融業界でも、DXへのシフトは
着実に進んでいる。あるメガバンクは、
3年間で支店を2割程度削減する計画の途
上だ。国内ナンバー1証券会社は、ネッ
ト証券に口座数で抜かれつつある。

DXに沿って各種事業の連携が進
んでいる

アマゾンで広告を見て、商品が気に入
り、ワンクリックで買うと、半日後に配
達されてきた。このDXを裏側（企業目
線）からみると、広告・小売・決済・物
流という異なる事業を顧客体験に沿って
1つのサービスにまとめているというこ
とだ。

金融に対する異業種の参入も増えてい
る。通信、小売、不動産等の事業者が顧
客とのタッチポイントを活かして、決
済、融資、保険、証券といった事業に弦
を伸ばしている。

そこで顧客が選んでいるのは、顧客に
とって自然なDXを提供する事業者だ。
ある小売事業者は、シンプルなDXで若
い顧客に訴求して、難しいとされる投資
商品の販売を軌道に乗せつつある（あえ
て絞った商品×自社カードでお得×操作性
の高いUI）。

一方、別のある事業者は、携帯ショップ
の待ち時間に保険を勧誘することを試み
たが、不調だった。ビーチで売れるのは
浮き輪であってタイヤではない、という
わけだ。

顧客が優れたDXを選ぶならば、DXに
沿って親和性のある事業領域が結びつく
のは自然な流れだ。金融は日常体験のあ

ちこちに存在するので、隣接する事業と
の繋がりをますます強めていくだろう
（図表2）。

DXを起点に考えるべきだ
（DXドリブン）

金融機関は従来、オペレーションや規制
を起点に発想する思考が強かった。事業
の採算が悪いためオペレーション効率を
上げるとか、規制対応にリソースを傾注
する等の発想だ。この結果、顧客目線で
のサービス刷新を劣後し、顧客から選ば
れなくなるという致命的なリスクを見逃
してきた。

顧客に選ばれるには、DXを自由に・速
く・大量に発想し、スジの良いものを選
り分け、迅速にサービス化し磨き上げて
いく考え方にシフトしなければならない。

以下では、DX を構想し実現するにあ
たってのポイントを説明する。

① DXの構想 

顧客インサイト：

顧客から選ばれるDXをデザインするに
は、顧客について独自のインサイトを持
つことが重要だ。

帰納的アプローチでは、顧客の属性や行
動データから、探索的に、「実は、人
は」というパターンを見出す。これは、
変数が多く脳力の限界を超える場合や、
直観的に気づくのが難しい事象を発見す
るときに有効だ。ただし、相応の量の分
析用データが必要となること、イノベー
ションは必ずしも過去データからのみ導
き出されるわけではない（iPhoneのよ
うに）こと、が留意点だ。

他方、演繹的アプローチでは、「およそ
人なら」という観点でインサイトを抽出
する。一例として、筆者が参画するプロ
ジェクトでは、「右脳、左脳、手足」と
いうフレームワークを作り、DXの設計

と検証に活かしている。およそ人の右脳
に響き、左脳に認められ、手足が嫌がら
ないDXかどうか問うのだ（図表3）。

進化心理学によれば、人は直観でファス
トに感じ取り、理性でスローに判断す
る。また一般的には回避できる面倒なこ
とは好まない。アマゾンが選ばれるのは
なぜだろうか？「何でも揃い（右脳）、
お得で（左脳）、ワンクリックですぐに
届く（手足）」からだ。裏を返せば、あ
らゆる不快、損、不便は、DXの改善機
会となる。

デジタルとヒューマンのシナジー：

顧客理解とともに、デジタルの本質理解
も重要だ。デジタルが得意なこと、デジ
タルではできないこと（技術進化により
極小化されていく）、ヒューマンが得意
なことを見極め、最適に組み合わせる。
デジタルがヒューマンを、ヒューマンが
デジタルを相互補強し、魅力的な体験を
演出する。

成功の共有と強化ループ：

自社と顧客の両方が成功し、それが続く
ことが重要だ。DX における武器は、
データとインセンティブだ。顧客にサー
ビスを提供するなかでデータを取得し、
インサイトを抽出、サービスを改善、拡
充していく（「どのようなデータがあれ
ばサービスを強化できるか?」「その
データをどう獲得するか?」が重要な問
いとなる）。さらに、インセンティブを
組み合わせることで顧客の選択行動をま
すます強化する（図表4）。

インセンティブの経済圏は既に拡大を続
けているが、今後はエコシステム内で
データアセットを共有し、それぞれの
サービスを強化・拡充するデータ経済圏
も広がっていくだろう。

② 構想の実現

変革プログラムの最適化：

実現しやすいDXから手をつけるのはう
まくない。顧客目線で、どのDXをどの
タイミング・順序で提供すべきか。自社
目線で、どうビジネス展開していくか。
両面から最適化を図るべきだ。

組織のワンベクトル化：

ゼロベースで構想したDXを実現するた
めには、新たな収益モデル、規制対応、
アライアンス等を「組み立てる力」が必
要になる。一見厳しい収支や規制をやら
ない理由にするのではなく、成り立たせ
るスキルと前向きなマインドが求められる。

デジタル変革組織の成功事例をみると、
経営による変革組織のバックアップ、変
革組織と現業部門の切り離し、現業部門
との円滑な連携が共通的条件となってい
るようだ。

デジタルトランスフォーメーショ
ンにおけるシステム対応と課題

昨今のデジタルトランスフォーメーショ
ンの潮流は基幹システムを既存システム
として維持しつつ、顧客フロント領域の
デジタル化（顧客向け携帯アプリ、営業
員の情報武装、データアナリティクス
等）を推進していく事が一般的である。
新システムの利便性や新たに得られる
データが注目されがちであるが、既存シ
ステムはビジネスロジック、データ管理
の面で主要処理を担う事となるため、相
応の準備が必要であると考える。

フロントシステムが顧客やビジネスユー
ザのニーズに応じて柔軟に構成を変更で
きたとしても、既存システムが開発コス
ト、品質、スピード面で追随できなけれ
ば、変革全体の足を引っ張ることになり
かねない※。

※従来型の非効率な開発手法、人手のか
かるリグレッションテスト、手動オペ
レーションを前提としたリリースプロセス等

デジタルトランスフォーメーションの成
功には、既存システムの維持管理業務
（開発、保守、運用）に係る生産性を向
上させつつ、ITコストを削減する取り組
みが必要であると考える。

1. 生産性向上によるITコスト削減

維持管理業務の生産性が向上すること
で、より少数の人間で今までと同等の業
務を行えるため、既存システムに係るIT

コストを削減しつつ、余剰となった開発
要員を新規投資に振り分ける事が出来る。

後述する生産性向上に係るアプローチを
踏むことで、既存ITシステムのアジリ
テ ィ を 向 上 さ せ 、 デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フォーメーションに貢献できる態勢を構
築できる。

[図表1] 生産性向上による投資余力の創出

なお、本アプローチは無理な要員削減
や、開発ベンダへの過度な単価プレッ
シャーなど、現場に負荷のかかる対応を

強いることなく推進ができることから開
発現場の支持を得やすい。

2. 開発におけるNewIT活用と効果

ここからは、生産性向上の主要施策につ
いて述べていきたい、なお弊社では維持
管理業務の対応工数可視化の仕組みを構
築した後に、各種の施策（テスト自動
化、DevOps適用、RPAのIT業務への適
用）を推奨している。

Ⅰ作業工数の可視化

本稿の読者の中には、経営層、ユーザ部
門に対して既存システムの維持管理業務
にかかる工数説明に苦慮されている方々
も多いのではと推察する。日本のクライ
アントでは、現状のIT業務における種類
ごとにどれだけの工数が割かれているか
を可視化している事例が驚くほど少ない。

弊社が関わるアプリケーション・アウト
ソーシングサービスでは作業の単位を全
てチケットで管理し、作業の依頼から工
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図表2  テスト自動化による定性、定量効果

数見積もり及び実績の報告まで活用する
ことで作業内容及び対応工数の可視化を
行っている。

IT業務に係る工数を可視化する事は、後
述する生産性向上施策の選定及び効果の
見積精度が向上するだけでなく、日々の
業務において、先々の作業計画※を立て
る事が容易となる。

※例：次月の余裕工数を勘案した作業計
画や追加工数手配の対応等

Ⅱ保守開発業務の生産性向上

Ⅱ- 1 テスト自動化

既存システムの保守開発業務におけるテ
ストは従前より手動で実施されている
ケースが多く、工数増、開発スピードの
低下を招く大きな要因となっている。開
発スピードを優先するあまり無影響テス
ト（リグレッションテスト）を実施せず
本番での障害につながってしまうような
ケースも実際に起きている。テスト自動

化に係る技術は既に枯れているが、導入
時の敷居の高さやスクリプトの継続メン
テナンスの必要性から敬遠されがちであ
る。弊社のグローバル事例（金融機関向
けアプリケーション・アウトソーシング
事例）では継続的にテスト自動化を推進
することで、実施するテストケース数を
大幅に増すことができ、品質向上、開発
スピード向上、費用の削減を達成している。

[図表2] テスト自動化による定性、定量効果

Ⅱ- 2 DevOps適用

Agile開発プロセスの導入や、新規シス
テム構築時だけでなく、既存システムの
リリースプロセスにDevOpsを組み込む
ことで工数削減を行える。

既存システムは過去のツールや環境を前
提としている上、初期構築時の手動によ
るリリースプロセスを脈々と踏襲してい
る場合が多い。保守開発局面では頻繁に
小規模の開発、改修が繰り返されるた
め、実はかなりの工数がリリースプロセ

スに割かれていることが多い。DevOps

環境の導入はそのような非効率なプロセ
スを見直すきっかけになるだけでなく、
前述のテスト自動化処理とも連動させる
ことで更なる効果を生むことが出来る。
弊社事例では、開発環境における複数環
境（開発、テスト、UAT）へのリリース
プロセスへ適用することで1回のリリー
ス辺り75%の工数を削減することが出来
ている。

Ⅲ システム生命維持業務の生産性向上

RPA（Robotic Process Automation）のIT

業務への適用

システム保守・運用局面では本番環境で
の定期的なデータ収集、緊急のデータ補
正や、パッケージソフトの設定（ID、権
限追加や変更等）が頻繁に発生する。そ
ういった作業はアプリケーションの動作
仕様に対する知見が必要になるため、保
守開発者が兼務で対応していることが多
い。また作業手順も手動オペレーション
が前提となっている事が多く非効率化の

温床となっている。加えて本番環境での
作業となるため作業の正確性も高いもの
が求められることから実施者が固定され
る傾向にある。

業務ユーザオペレーションへの適用が進
むRPAであるが、システム生命維持業務
への適用により、属人化を排除するだけ
でなく、正確で生産性の高いIT業務とし
て対応できるようになる。

3. オフショア活用による更なるコスト効
率化

昨今は高速なネットワーク通信網のお陰で、
海外とのSkype接続による音声チャット
やPC画面の共有がスムーズに行えるの
が当たり前となっている。加えて作業進
捗を複数人で可視化するための管理アプ
リケーション（JIRA、Redmine等）やコ
ミュニケーションを円滑に行うためのプ
ラットフォーム（Slack、Teams等）も
開発現場での活用が進んでいる。また、
選択されるプラットフォームがクラウド

ベースである場合もあり、維持管理ベン
ダの作業ロケーションは必ずしもクライ
アント・オフィスである必要がなくなっ
ている。

弊社では欧米の金融機関向けにインド、
フィリピンといったオフショア開発拠点
から開発、テスティング、DevOps導入
のサービス提供をしてきた経験から、ノ
ウハウを蓄積した専門の部隊が最適な導
入計画立案と実装、オフショアからの運
用が行える体制が整っている。加えて、
インド、フィリピンのリソースコスト
は、日本での代表的なオフショア先であ
る中国よりもコスト競争力が高く、英語
でのコミュニケーションが必須となる
が、うまく活用することで更なるITコス
ト削減の余地を生むことになる。

近年の金融機関のグローバル化戦略の中
では、英語環境下での豊富なエンジニア
はむしろコストよりも魅力的になるので
はないかとも考える。

4. 最後に

工数の可視化→NewITの活用→オフショ
ア活用といったアプローチを実践してい
く中でITスタッフ及び関係者が効率的な
開発手法を学ぶ場ともなり、将来的な基
幹システムの刷新において最新技術を踏
まえた検討が行える素地を作ることがで
きる。

既存システムであるからといって塩漬け
にしてしまっては、いざという時に検討
すらままならない状況となってしまうの
ではないだろうか。
　
既存システムを極限までシェイプし筋肉
質化（投資余力創出、開発スピード向
上、品質強化とグローバル化）していく
事でデジタルトランスフォーメーション
におけるビジネス転換（ITシステムの転
換）がよりスムーズに行えるようになる
のではないか。

本稿が今後の金融機関のデジタルトラン
スフォーメーションの一助となることを
期待したい。

複眼的なKPI：

ありがちな罠は、短期的なPL/CFにこだ
わるあまり、実現や成長の芽を摘んでし
まうことだ。前述のように、ディスラプ
トは顧客に選ばれなくなることで起こ
る。まずは、顧客を爆発的に増やし、そ
れ を 基 盤 に さ ら な る 一 手 に つ な げ 、
PL/CFを追いつかせる。短期的には、獲
得ユーザー数や満足度等のKPIを重視
し、PL/CFは中期的なポテンシャルでみ
るべきだ。

終わりに

デジタル化の時代の主語は顧客だ。顧客
に優位なDXを提供できなければ、ディ
スラプトされる。今こそ顧客とデジタル
を起点に変革を構想し、実現することが
求められているのではないだろうか。
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